令和７年資格調査用
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令和６年１２月２７日に各所属所へ通知しているとおり、令和８年１月１日から次のとおり変更しますので、令和８年の確定申告から必要に応じて被扶養者の認定取消手続きを行ってください。
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別表２

認否認否認否認否

〇〇〇〇

〇〇〇×

〇×××

×××〇

××〇水道光熱費〇

〇租税公課×租税公課×旅費交通費×

×種苗費〇水道光熱費〇通信費×

租税公課×素畜費〇広告宣伝費×広告宣伝費×

荷造運賃〇肥料費〇損害保険料×修繕費〇

水道光熱費〇飼料費〇修繕費〇消耗品費〇

旅費交通費×農具費〇消耗品費〇福利厚生費×

通信費×農薬衛生費〇借入金利子×動力・燃料費×

広告宣伝費×諸材料費〇動力・燃料費×賃貸料×

接待交際費×修繕費〇賃貸料×リース料〇

損害保険料×動力光熱費〇リース料〇研修費×

修繕費〇作業用衣料費×雑費×負担金×

消耗品費〇農業共済掛金×支払手数料×

福利厚生費×荷造運賃手数料×借入金利子×

借入金利子×土地改良費〇雑費×

研修費×給料賃金×

動力・燃料費〇水道光熱費〇

賃借料×地代×

リース料〇雑費×

諸材料費×

負担金×

雑費×

※　認否が×であっても事業の内容により判断し経費と認められることがある。

※　一覧表に記載されていない科目については、個別に判断する。

※　同居の親族に対する給料賃金は、原則必要経費としない。

※　同業種であっても規模や事業形態等の違いにより経費の認否は異なることがある。

給料賃金

外注工賃

貸倒金

地代家賃

事業から生じる収入から必要経費の認否一覧表
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一般収入
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農業等収入

科目（所得税法）
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別表２

認否認否認否認否

××××

○○●●

●×××

×××△

××△水道光熱費△

△租税公課×租税公課×旅費交通費×

×種苗費○水道光熱費△通信費△

租税公課×素畜費○広告宣伝費×広告宣伝費×

荷造運賃○肥料費○損害保険料×修繕費△

水道光熱費△飼料費○修繕費△消耗品費○

旅費交通費×農具費○消耗品費○福利厚生費×

通信費△農薬衛生費○借入金利子×動力・燃料費〇

広告宣伝費×諸材料費○動力・燃料費〇賃貸料×

接待交際費×修繕費△賃貸料×リース料○

損害保険料×動力光熱費○リース料○研修費×

修繕費△作業用衣料費×雑費×負担金×

消耗品費○農業共済掛金×支払手数料×

福利厚生費×荷造運賃手数料×借入金利子×

借入金利子×土地改良費○雑費×

研修費×給料賃金×

動力・燃料費○水道光熱費○

賃借料×地代×

リース料○雑費×

諸材料費×

負担金×

雑費×

※給与賃金、雇入費は従業員に対して賃金を支払う能力があるものと考えられるため認められない。

（経営者として従業員に対して社会的責任を果たすべき立場にあるため、他の必要経費を差し引いた結果、

認定基準収入額未満となった場合においても被扶養者の対象とならない。）

※「●」の外注工賃は、派遣委託費用など給料賃金に相当する内容である場合、給料賃金と同様に解釈する。

※「△」の科目については、事業所と自宅の住所が異なる場合のみ必要経費として認める。

※一覧表に記載されていない科目等については、個別に判断する。

※同業種であっても規模や事業形態等の違いにより経費の認否は異なることがある。
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外注工賃減価償却費減価償却費貸倒金

減価償却費貸倒金貸倒金地代家賃

給料賃金雇入費給料賃金給料賃金

売上原価小作料・賃借料外注工賃外注工賃

事業収入に係る必要経費の認否一覧表

一般収入農業等収入不動産収入学習塾等収入

科目（所得税法）科目（所得税法）科目（所得税法）科目（所得税法）


